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部門別の二酸化炭素排出量（２００２年）

◆ エネルギー転換部門と産業部門で直接排出量の約６０％を占める
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出典：京都議定書目標達成計画（地球温暖化対策推進本部、平成17年4月28日）
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部門別の二酸化炭素排出量目標

※１：発電総量（総合資源エネルギー調査会総合/需給部会報告書）、鉱工業生産指数（鉱工業指数要覧）、
貨物自動車走行量（自動車輸送年報）、エアコン保有数（内閣府経済社会総合研究所） より推定

※２：京都議定書目標達成計画（地球温暖化対策推進本部、平成17年4月28日）
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新エネ＆省エネ関連予算の推移

出典：資源エネルギー庁資料、経産省、環境省予算書
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１次エネルギー総供給量
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出典：（財）エネルギー総合工学研究所報告書

新エネルギー導入実績と目標
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電源別の二酸化炭素排出原単位

出典：NEDO 新エネルギーデータ集
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エネルギー転換部門のＣＯ２の吸収シナリオ

◆ ２０１０年度の成行値と政府目標値とのギャップ

８２百万トン－ＣＯ２

◇ シナリオ１

化石燃料による発電を一律削減し、非化石燃料による
原子力或いは新エネルギーでギャップ８２百万トン－
ＣＯ２を吸収する

◇ シナリオ２

化石燃料による発電を高効率化することによりギャッ
プ８２百万トン－ＣＯ２を吸収する
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シナリオ１－１（原子力発電による吸収）

２０１０年の発電構成予測 ※

原子力 40.7% 天然ガス
22.7%

石炭
22.8%

水力
9.4%

石油
3.7%

新エネルギー
0.3%

地熱
0.4%

原子力 52.4% 天然ガス
17.3%

石炭
17.3%

水力
9.4%

新エネルギー
0.3%

地熱
0.4%

石油
3.0%

※経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合/需給部会報告書

化石燃料による発電を一律削減し、原子力発電によりギャップ８２百万トン
－ＣＯ２を吸収する

１０，２９２億ｋWh

原子力発電の比率を約５２％迄増加 → 約３０基(100万kW機)増設が必要

ギャップ91百万t-CO2を原子力発電の比
率を52%に増加することで吸収

成 行

シナリオ
１－１
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２０１０年の発電構成予測 ※

原子力 40.7% 天然ガス
22.7%

石炭
22.8%

水力
9.4%

石油
3.7%

新エネルギー
0.3%

地熱
0.4%

新エネルギーの比率
を14%に増加すること
で吸収

１０，２９２億ｋWh

原子力 40.7% 天然ガス
16.2%

石炭
16.2%

水力
9.4%

新エネルギー
14.2%

地熱
0.4%

石油
2.8%

※経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合/需給部会報告書

シナリオ１－２（新エネルギーによる吸収）

化石燃料による発電を一律削減し、新エネルギーによりギャップ８２百万
トン－ＣＯ２を吸収する

新エネルギーの比率を約１４％迄増加することが必要

成 行

シナリオ
１－２
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石炭ガス化複合発電

２０１０年実用化予定

熱効率（ＨＨＶ）：４２％ → ４６～４８％

０．２百万トン／年

温室効果ガス削減

（５０万ｋＷ機単体）

出典：文部科学省 科学技術政策研究所

科学技術動向（２００４年 11月号）

出典：NEDO
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高効率火力発電（超々臨界圧）

超々臨界圧蒸気タービン

超々臨界圧発電の開発目標

低圧タービン

高圧タービン

中圧タービン

低圧タービン

高圧タービン

中圧タービン

蒸気温度：現行６００℃→７００℃

熱効率（ＨＨＶ）：現行４２％ → ４６％

０．２百万トン／年

温室効果ガス削減

（５０万ｋＷ機単体）
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高効率火力発電（高温ガスタービン）

燃焼ガス温度：現行１３００℃→１７００℃

熱効率（ＨＨＶ）：現行５１％ → ５６％

０．０８４百万トン／年

温室効果ガス削減

（４０万ｋＷ機単体）

蒸気タービン

ガスタービン

発電機
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※経済産業省 総合資源エネルギー調査会総合/需給部会報告書

シナリオ２（火力発電の効率化による吸収）

化石燃料による発電を高効率化することによりギャップ８２百万トン－ＣＯ２
を吸収する

既存の全設備の高効率化を図っても、約６０百万トン－ＣＯ２が未達成となる

２０１０年の発電構成予測 ※

原子力 40.7% 天然ガス
22.7%

石炭
22.8%

水力
9.4%

石油
3.7%

新エネルギー
0.3%

地熱
0.4%

既設火力発電の効率向上では
60百万t-CO2が未達成

１０，２９２億ｋWh

未達成
約６０百万トン-CO2

原子力 40.7% 天然ガス
22.7%

石炭
22.8%

水力
9.4%

石油
3.7%

新エネルギー
0.3%

地熱
0.4%

成 行

シナリオ
２
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燃料電池

貯湯槽

電池本体

総合効率：約８０％
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